
















































































本 に お け る 戸 籍 性 別 変 更 の 内 訳 推 定」http://junko-mitsuhashi.blog.so-net.ne.
jp/2017-03-06（2017年 4 月24日15:27最終確認）。






































（ 5 ）　1998年 9 月22日。竹田香織「性同一性障害者特例法をめぐる現代的状況─政治











































（ 9 ）　日本精神神経学会・性同一性障害に関する特別委員会による。初版は平成 9 年
5 月28日付「性同一性障害に関する答申と提言」において公表。現行第 4 版。
（10）　その後医療の適法性をめぐってガイドラインを参照しているものとして、1998
年 9 月22日の第143回国会、東京高裁平成12年 2 月 9 日決定（特例法制定前に、オ
ーストラリアで性別適合手術を受けた申立人が、戸籍法113条に基づき、戸籍上の





















































































































































































































RightsCouncil,Report of the Special Rapporteur on torture and other cruel, 






















て、女性が MtF との子を出産し、MtF が性別取扱を変更した後に子を認
知しようとした場合に、分娩の事実によって既に母のいる子を登録上女性












































































































18年 7 月 7 日民集60巻 6 号2307頁及び最高裁判決平成18年 7 月 7 日民集59巻 1 号98
頁を批判する文脈でこれらの条文を挙げている。
（33）　最高裁決定平成25年12月10日民集67巻 9 号1847頁、最高裁判決平成26年 7 月
17日裁時1608号 6 頁、最高裁判決平成26年 7 月17日民集68巻 6 号547頁
（34）　二宮周平「性別の取扱いを変更した人の婚姻と嫡出推定」立命館法学345・
346号（2012）576─610頁、585─587頁

















































































































     
















（44）　出産した FtM に男性パートナーがいる場合と同様、出産した女性と MtF が



























































































































お い て、「女」「男」「夫」「妻」「婦」「婚 姻」「セ ク シ ュ ア ル」「異 性」「父」「母」
「配偶者」「性別」の語を横断的に検索した上で、分類した。当該検索による詳細な
分類結果については別稿を割きたい。総務省行政管理局 e-Gov 法令検索システム
http://law.e─gov.go.jp/cgi─bin/idxsearch.cgi（2017年 4 月 7 日17:48最終確認）



















































































、FtM の出産及び MtF の配偶子利用においては、生殖能力と
父母の登録の別を連動させておくこと、つまり FtM が出産した場合は母









































る。1980年の立法当初、小解決の要件を定める同法第 1 章第 1 条において



















める第 2 章第 8 条は、 1 ）小解決の 3 要件を満たすことに加えて、 2 ）婚





































一般的平等条項である 3 条 1 項に照らして同様の要件を満たしたトランス
セクシュアルを年齢によって差別する点から違憲とされ、非婚要件は、同
6 条 1 項が永続的な責任共同体としての婚姻を保護していることに反す
ることから違憲とされた
（67）






































鑑み、婚姻による解決は基本法 1 条 1 項と結びついた 2 条 1 項による個人
の親密な領域に対する保護に欠けるとした
（70）
。基本法第 1 条 1 項と関連する
















































































































　ドイツにおいて、基本法第 2 条第 1 項は一般的行為の自由を保障すると














（80）　エルフェス判決（BVerfGE6,32）。 2 条 1 項後段を翻せば、他者の権利、憲法
秩序、道徳律によって制限され得る自由が基本法 2 条 1 項の射程に含まれることが
示唆されていると言える。戸波江二「自己決定権の意義と射程」樋口陽一、高橋
和之編集『芦部古稀祝賀現代立憲主義の展開上』有斐閣（1993）326─358頁、330




























































































































































































（99）　年齢要件の理由としては、 1 ）民事上成人年齢が20歳であること、 2 ）性別は
その人の人格に関わる重要事項で、その変更も不可逆的であるため、本人自身が自
己決定できる程度の判断能力を求めるべきであること、 3 ）年齢的にも生物学的に
も安定しない間は性の自己認識も安定しない可能性があることが挙げられる（南
野・前掲注17、87─88頁）。
性同一性障害者特例法における身体的要件の撤廃についての一考察（石嶋）　　115
更を要する者の射程と、医療の対象として診断を受ける者の射程が異なる
ことに照らして、医療上の疾病の診断を要件とすることにも見直しの余地
がある。自己の自認する性が法的に指定された性と不一致であり、性別を
移行して生活することが妥当である場合も、そこに必ずしも病態を生じる
程度の嫌悪感を抱くとは限らず、医療の射程が、嫌悪感から生じる苦痛
や、ここから生じる生活上の機能障害を、（時に適切な場合は外科的な介入
を用いて）緩和することにあることに照らせば、法的性別の移行に医師の
介入及び病態性の獲得を必須とすることも、再検討する必要がある。
　性別の取扱変更を求める者にとって、これが認められないことによる生
活上の苦痛は甚大なものであり、また不必要な身体介入を回避することも
然るべき要請である。外形の変更はさながら、性別を移行して生活する者
が自身に備わる生殖能力を用いて子をもうけたいと考える場合が現に存在
する以上、法的性別取扱変更の妥当性・必要性と、本人の身体改変ならび
にリプロダクションの機会の喪失の是非は分離して考えられるべきであ
り、法が断種と身体処分を求めることの深刻な問題性も含め、また特例法
が当事者にもたらした規範意識にも鑑みて、新たな要件の具体的かつ早急
な検討が望まれる。
※本研究は、JSPS 科学研究費補助金（研究活動スタート支援）15H06681の
助成を受けたものです。
